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(2012,12.7 10 政党) 

全体の指摘： 

・「9 条（不戦）を厳守」に反対を唱えたのは維新の会と国民新党である。自民は

不戦自体には賛成。同じ憲法改正派でも、グラデーションがあることが分かる。 

（自民党は 9 条を改正しようとしているのではないかという質問をいくつかいた

だいたが、これは、設問が「不戦」の厳守であることとあわせてみる必要がある。

全ての政党には回答を党としての公式見解としていただいている。自民党の改正

案は集団的自衛権の行使に力点があり、不戦条項の削除ではないということなの

だろう。それが現実的に不戦の原則を犯すことになるのではないかという議論と

は別に、このアンケート結果からは、自民党が「不戦」それ自体に反対を唱える

維新、国民新党とは異なる立場をとっていることがわかる） 

・憲法 24 条（男女平等）の厳守に明確に賛成と答えなかったのは維新の会と国民

新党である。 

・原発ゼロに反対と答えたのは国民新党のみ。 

・ジェンダー平等政策と、脱原発、性的マイノリティへの態度は概ね相関してい

ることが分かる。 

 

 チャートから読み取れること 

 くぼんでいる項目がどんな性質のものかをみていくと… 

 民主党は比較的ジェンダー平等志向があるといえる。ことに民法改正

や女子差別撤廃条約関連、雇用・労働・ワークライフバランスに関連

する項目は積極的だ。しかし、DV や性暴力、堕胎罪の撤廃など、親密

な関係や性に対する公権力の介入のあり方を変化させることには消極

的な姿勢が目立つ。また、女性雇用のあり方と密接に関連する配偶者

控除の廃止や、国会での折衝を経ずに実現できる自党のクオータ制な

どについても消極的である。 

 社民党と緑の党はジェンダー平等志向が非常に強く、この点での政策

はほぼ一致しているといえる。 

 国民の生活が第一は、多くの党員がかつて在籍していた民主よりも、

はるかにジェンダー平等政策に積極的である。ただし、「慰安婦」被害

者にたいする謝罪と補償については態度を保留しており、論争になり



やすい点については慎重な態度をとっていることがわかる。 

 共産党については、クオーター制以外のジェンダー平等政策にすべて

賛成している。クオーター制は、すでに達成済みとしつつも、「クオー

ター制」という制度に賛同しないため反対しており、独自路線がある

ことを伺える。 

 公明党は、自民党と比較した場合、よりジェンダー平等への志向があ

るといえる。クオータ制の導入などについても、すでに独自に達成済

みである。ただし、現状を超えて女性の環境整備をすることに積極的

かというと、「どちらかというと賛成」というゆるやかな態度をとるも

のが目立ち、また配偶者控除廃止や「慰安婦」への謝罪・補償などの

ように、自民と同等かそれ以上に消極的な項目もある。 

 自民党は労働・経済に直接関連しないジェンダー項目にはあまり関心

をはらっていない。反面、子育て休業や男性の育児休業取得推進、貧

困解消には積極的である。ただし、配偶者控除の廃止など、家族と関

連する部分については消極的な姿勢が目だつ。 

差別に対する態度については、自民党は総論賛成、各論反対の観があ

り、差別をなくすということについては賛成するものの、そのための

法整備や条約批准、クオーター制や国内人権機関の設置・導入等の制

度、環境整備については消極的か、積極反対の立場をとる。 

 日本維新の会についてまず目立つのが「憲法 24 条（男女平等）の厳守」

について積極的賛成を表明していないことである。アンケートに回答

した全政党中、24 条厳守に「賛成」でなかったのは維新の会と国民新

党だった。個別の差別撤廃に関する項目では、全体的に消極的ながら

も、自民よりはやや積極性が見える部分もある。（「婚外子差別をなく

す」は自民の「反対」に対し、維新は「未回答」、「性的マイノリティ

への差別・社会的排除をなくす」は自民「どちらかというと反対」に

対し、維新「どちらかというと賛成」） 

しかし、憲法上の両性平等という大原則が揺らいでいるとしたら、個

別の問題への取り組みも積極的には行われないのではないかという懸

念が生じるだろう。自民党が賛成している外国籍住民への差別撤廃に

対しても、「どちらかといえば賛成」と、積極性は高くない。 

また、維新は被災地での女性雇用創出、防災減震計画への女性参画、

貧困解消、介護負担軽減など、経済、労働に関連するジェンダー平等

政策については自民党よりさらに消極的である。クオーター制導入、

2020 年までに指導的女性割合を 30％にするなどの女性の能力活用に

も強く否定的であり、自民党が、経済・労働関連項目については積極

的推進を取り、すでに政策ラインにのっている 2020 年までの指導的女

性割合目標などには賛成を表明していることと比較して、従来の男女



共同参画の路線で合意を得ていたことに関しても、同意しない傾向が

見える。 

その反面、DV 防止法の改正、性暴力禁止法制定など、家族や恋人の私

的な関係に対して警察をふくめた公的な権力を介入させ、規制を行う

ことに関しては積極的な賛成の立場をとっている。 

 国民新党は民法改正、堕胎罪に関する刑法改正など国内法改正に関連

する部分については積極的反対である。性暴力禁止法には賛成してい

るのに対し、DV 防止法の改正には反対しているが、これは DV 防止法

改正の設問内容が「性別を問わず交際相手を含める」であったことを

考えると、性的マイノリティへの差別・社会的排除をなくすことに「反

対」と答えていることと関連させて考えるべきであろう。 

また、同じくジェンダー平等政策に消極/否定的な傾向を持つ自民・

維新と比較した際、女子差別撤廃条約に関する国民新党の積極性は目

立っている。 

なお、同党は家族のありようと関連する民法改正や、配偶者控除廃止

には反対し、クオーター制や指導的女性の割合増加といった女性の能

力活用についても反対するが、従来の家族の枠組みを壊さない中での

介護負担軽減、子育て支援、育児介護休業の男性の取得などに対して

は積極推進の立場をとる。 

 日本未来の党は、未回答が目立つ。そのため、一見、多くの議員が合

流している国民の生活が第一より後退したように見える。但し、それ

ぞれに付記がしるされており、検討中の事項が多く、党内合意が取れ

ていないことが分かる。（例えば、性的マイノリティ、外国籍住民の差

別、社会的排除をなくすことについて、今後社会的排除の定義から党

内で議論する）同党の回答の中に、積極的に反対、否定的な項目はな

いことからも、ジェンダー平等に消極的というより、議論が深められ

ていない不確定要素が大きいと思われる。 

結党後間もない同党に対しては、今後市民団体を含めた働きかけによ

り、理解を深めてもらう努力が国民の側にも求められるのではないか。

国民の生活が第一が高得点を出しているだけに、やや期待をこめて動

向を注視したい。 

 

 相関図から読み取れること：  

・ 憲法 9 条と 24 条の厳守への積極性は相関関係を描いた。9 条を守ると

答えている民主、生活、 社民、共産、 公明、自民、 未来 は 24 条も

厳守するが、9 条に反対を唱える維新、国民新党は 24 条にも積極賛成

はしない。 



・ 脱原発と社会保障を軸にとった図は２，３である。脱原発に熱心な党は

配偶者控除の廃止や貧困解消にも熱心な傾向がありそうだが、配偶者控

除における民主、未来、貧困解消における自民はこの限りではない。 

・ 脱原発に積極的な党ほど、女性差別撤廃にも積極的であることが分かる。

（図４）ただし国民新党は例外。これは、国民新党がジェンダー政策に

関して、雇用労働と直接関連ない項目の中で、他の政策と比べ女子差別

撤廃条約関連項目についてのみ熱心な態度をとっていることと関係す

る。 

・ 脱原発と差別撤廃の相関については、性的マイノリティ(ＬＧＢＴ)に対

する差別や社会的排除撤廃の項目についても、同様である。（図５）但

し、未来の党はこれも、社会的排除の定義を今後検討するとして保留と

なっている。脱原発に消極的な自民党と国民新党は性的マイノリティへ

の差別・社会的排除をなくすことに、どちらかと言えば反対と答えてい

る。 

・ 原発が差別の構造だと考えると、上記は納得がいく。 

・ アジアとの関係については、従来の政府路線（河野・村山談話の継承）

の継承と、従来の政府路線からさらに踏みこむ国家による謝罪賠償の関

係を見た。（図 6）従来よりも踏み込んだ謝罪補償を表明したのは社民・

共産のみ。従来の政府路線を継承するのは民主・公明。未来、自民は

態度を保留し、国民新党、維新は従来の政府路線を撤回するとしている。 

「慰安婦」問題は最も激しい論争が起きている政策の一つであり、人権

問題へどこまで踏み込んで対応するかの一つの基準としてとらえるこ

とができる。また、従来の政府路線であった河野・村山談話の継承が撤

回されるかどうかは、日本がこれまでのアジアとの関係を変更するかど

うかの目安となる。 

・ ワークライフバランスについては、各党非常に積極的なように見える。

しかし、保育所の整備などと対になるはずの、雇用・労働における女性

の環境の整備については、ばらつきがでた。各党のワークライフバラン

スへの取り組みが、実効性を伴うものになるかどうか、このバラつきか

ら予想できるのではないか。雇用・労働環境の改善なしにワークライフ

バランスを達成することは難しい。（図４） 


